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物品運送における荷送人の危険物通知義務
商法改正を契機として
新 里 慶 一

政府は, 平成年月日, ｢商法及び国際海上物品運送法の一部を
改正する法律案｣ (以下, ｢改正案｣ という｡) を閣議決定し, 第回国
会 (臨時会) に提出した (閣法第号)｡
法制審議会・商法 (運送・海商関係) 部会 (以下, ｢部会｣ という｡)














性, 爆発性, その他の危険性を有するものであるときは, その引渡しの
中京法学	巻３・４号 (年) ()
研究ノート
前に, 運送人に対し, その旨及び当該運送品の品名, 性質その他の当該
運送品の安全な運送に必要な情報を提供しなければならない｡｣ と規定
している｡ すなわち, この改正によって, いかなる運送契約においても,









(１) ｢危険物通知義務｣ は, ｢物品運送についての総則的規律｣ の一つとし
て検討された｡ 法制審議会商法 (運送・海商関係) 部会第２回会議 (平成
年５月日開催) ｢部会資料第２｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に
関する論点の検討 ｣, 第９回会議 (平成年１月日開催) ｢部会資料
｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する中間試案のたたき台｣, 第
回会議 (平成年３月日開催) ｢部会資料－｣ ｢商法 (運送・海商
関係) 等の改正に関する中間試案 (案)｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改
正に関する中間試案の補足説明｣, 第回会議 (平成年６月日開催)
｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する要綱案の取りま
とめに向けた検討 ｣, 第回会議 (平成年９月９日開催) ｢部会資料
｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する 要綱案の取りまとめに向
けた検討 ｣, 第回会議 (平成年月日開催) ｢部会資料｣ ｢商法
(運送・海商関係) 等の改正に関する要綱案のたたき台 ()｣, 第回会議
(平成年月９日開催) ｢部会資料	－｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の
改正に関する要綱案のたたき台 ()｣・｢部会資料	－｣ ｢商法 (運送・海
商関係) 等の改正に関する要案のたたき () についての補足説明｣, 第
回会議 (平成年１月日開催) ｢部会資料－｣ ｢商法 (運送・海商関
係) 等の改正に関する要綱案 (案)｣, ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正
に関する要綱案｣｡ 部会の資料については, 法務省のホームページの ｢法















そのため, 主に, 国際海上物品運送法における裁判例, 先行研究を参












澄編 『注解 国際海上物品運送法』 (青林書院, 年) ～	頁 (中元
啓司担当) (以下, ｢中元・前掲注 (２) 書｣ という｡), 山戸嘉一 『国際海










頁 (以下, ｢英米法｣ という｡), 同 ｢危険物の海上運送における運送
人の注意義務と製造業者の周知徹底義務―近時の二判例に関連して―｣
『中村眞澄教授・金澤理教授還暦記念論文集・現代保険法・海商法の諸相
第２巻』 (成文堂, 年) 
～頁 (以下, ｢中村｣ という｡), 同 ｢危険
物運送における海上運送人の注意義務再論―海上企業者の社会的責任の一






林泰伸 ｢『商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する中間試案』 に対する
早稲田大学教授の意見｣ 早稲田法学巻１号	～頁, 東洋大学商事法研














第６回会議における ｢部会資料７｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改
正に関する論点の補充的な検討 ｣ では, 以下のとおり述べられてい
る｡
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里) ()
究会 ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する中間試案・中間試案の補
足意見・中間試案に寄せられた意見の概要についての検討｣ 東洋法学巻
３号～頁, 日本大学法学部商事法研究会 ｢『商法 (運送・海商関係)
等の改正に関する中間試案』 に対する意見募集に対する意見｣ 日本法学
巻２号～頁, 松井信憲・宇野直紀・山下和哉 ｢『商法 (運送・海商
関係) 等の改正に関する中間試案』 について｣ ジュリスト	号
～
頁,
松井信憲 ｢商法 (運送・海商関係) の改正｣ 
号～頁がある｡
要綱案に関する論稿として, 手塚祥平 ｢『商法 (運送・海商関係) 等の
改正に関する要綱』 が企業実務に与える影響：海商関係を中心に｣ 商事法
務号～頁, 山下友信 ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する
要綱について｣ 号４～頁, 吉田伸哉 ｢年ぶりの大改正！商





１ 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品 (以下





｢(注) 危険物の範囲について個別に規定する法令には, 消防法, 毒物及び劇物













ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品 (以下




そして, 第回会議における ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関
する中間試案の補足説明｣ では, 以下のとおり説明されている｡
｢…危険物の意義について, 消防法, 毒物及び劇物取締法, 危険物船舶運送及び
貯蔵規則, 航空法施行規則等には個別に詳細な規定があるが, 一般法である商法
においてはある程度抽象的な規律とならざるを得ず, 試案では, 国際海上物品運




｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する要綱案の








また, 部会資料７で ｢ここでいう危険性とは, 物理的な危険性を指し,
法律的に船舶又は他の積荷に障害を与え得ること (禁制品等) を含まな




























を有する運送品』 といっているだけである｡ これ等の字句から見ると, 新法も統
一条約も引火性・又は爆発性を有する物を以って所謂危険性を有する物の典型と
みていることは明らかである｡ 固よりこれだけでは, 危険性を有する物の意義が




るものと解する者がある｡ 統一条約上, この解釈が正しいか否かは暫く措き, 新
法にいう 『危険性を有する運送品』 もこのように広く解してよいだろうか｡ 新法
がことさら 『引火性・爆発性その他の危険性を有する運送品』 という異なった表













ているから (法Ⅰ), たとい, 第条の危険性を有する運送品が, このように
狭く解されても, 第条の法令に違反して船積し, 船舶又は積荷に危害を及ぼ
すおそれあるものの中に, 右の如き物理的な危険の外に, 船舶の航海を遅延又は










(６) 山戸・前掲注 (２)書頁｡ 同旨, 田中＝吉田・前掲注 (２)書頁｡
















小町谷操三教授 (以下, ｢小町谷教授｣ という) は, 以下のとおり主
張している｡
｢条約第４条第６項の規定は, その前段は, 商法第条…の例外規定であり,
その後段は, 補充規定である｡ 蓋し, 商法第条は, 当該運送品が, 船舶又は
積荷に危害を及ぼす虞ある場合に限り, その放棄をなしうることを規定するに反
し, 条約は, 何時でも破壊その他の処分をなしうる旨を規定し, また商法第
条は, 法令違反の運送品についてのみ, その運送品が, 船舶所有者又は船長の承
諾により, 船積せらるる場合を予想せるに反し, 条約は, 一般の危険品が, 右の
事情の下に船積せらるる場合を, 規定しているからである｡ 尤も条約には, 特に,
法令に違反して船積をなした運送品に関し, 直接規定をしていないけれども, 条
約にいわゆる 『危険性のある物品』 とは, 必ずしもこれを, 燃焼又は爆発の如き,
物理的損害の原因となるべき運送品に限る必要はなく, 苟も当該運送品を運送す
ることによって, 船舶又は他の運送品に, 損害を加える危険 (例えば拿捕, 停船
等) あるものなる限り, これを, 燃焼又は爆発の危険あると, 同等の取扱をなす
のが至当である｡ 蓋し損害は, 結局, 金銭上の損害に帰着するのであり, その損







(８) 小町谷・前掲注 (２)書頁｡ 同旨, 有田・前掲注 (２)論文頁, 原




中元啓司教授 (以下, ｢中元教授｣ という) は, 以下のとおり主張し
ている｡


























, さらに, ｢商法における危険物の定義について, そ
中京法学巻３・４号 (年) ()
(９) 中元・前掲注 (２)書頁｡ 本文中の ｢本法｣ とは ｢国際海上物品運送
法｣ のことである｡ また, 本文中では ｢危険物船舶運送及び貯蔵規則別表
第１ないし第に定められた物品｣ と書かれているが, 現行の規則では別
表は第１から第６の２となっている｡



















える｡ なぜなら, 中元教授が主張しているように, 科学技術の進歩・発
展に伴い新たに製造される化学製品等の物理的・化学的危険物の種類は,
今後, ますます増加すると考えられるからである｡
次に, 従来問題とされてきた, 国際海上物品運送法において, 危険物
には, ｢物理的危険物｣ 以外に ｢法律的危険物｣ が含まれるか否かとい
う点が, 問題となる｡
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里)()
() 第回会議 (平成年月日開催) ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商
関係) 等の改正に関する要綱案のたたき台 ()｣｡
() ｢過失推定責任｣ は, 第１回会議 (平成年４月日開催) ｢部会資料
１｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の見直しにおける検討事項の例｣・第回
会議 (平成年９月９日開催) ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等
の改正に関する要綱案の取りまとめに向けた検討 ｣ で用いられている｡
｢過失責任｣ は, 第回会議 (平成年３月日開催) ｢商法 (運送・
海商関係) 等の改正に関する中間試案の補足説明｣・第回会議 (平成
年月日開催) ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関す
る要綱案のたたき台 ()｣ で用いられている｡
私見としては, 国際海上物品運送法条の危険物には, 法律的危険物
も含まれると考える｡ なぜなら, 小町谷教授の主張のとおり, 損害は,
金銭上の損害に帰着するのであり, その損害の原因が物理的なると否と
を問わず, 法律上同価値と考えるからである｡
問題は, 佐野教授の批判である｡ すなわち, 佐野教授は, ｢運送品の
無害性に関する荷送人の責任を結果責任と解する立場をとると, 国際海
上物品運送法条の危険物の意義につき, 物理的危険物に限らず, 禁制








下, ｢無過失責任説｣ という｡) を採用することの問題点を指摘したもの
中京法学巻３・４号 (年) ()
() ｢厳格責任｣ は, 第９回会議 (平成年１月	日開催) ｢部会資料｣
｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する中間試案のたたき台｣ で用い
られている｡
また, ｢無過失責任｣ は, 第１回会議 (平成
年４月日開催) ｢部会資
料１｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の見直しにおける検討事項の例｣, 第
回会議 (平成年３月日開催) ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関
する中間試案の補足説明｣, 第	回会議 (平成年９月９日開催) ｢部会資
料
｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する要綱案の取りまとめに
向けた検討 ｣ で用いられている｡
さらに, 小町谷教授は, ｢たまたま, かかる運送品が, 荷送人の責に帰
すべからざる事由によって, 船積せられた場合に, 荷送人はなほ, 結果責
任を負担すべきものなりや, 否やにつき疑がある｡ 各国の従来の取扱を見
るに, 英法は結果責任を認めているが, その責任重きにすぎる非難がある｡
而して米法及び独法は, 過失責任を認めている｡｣ と述べている｡ 前掲注






たしかに, ｢無過失責任説｣ の立場によれば, 佐野教授が想定した状
況において損害が発生した場合, 荷送人が全損害を負担する結果となり,
荷送人にとっては苛酷な結果となるであろう｡






すなわち, 佐野教授は, ｢船積当時, 適法とされた運送品が, 出港後
禁制品となり, これがために船舶または他の荷主のこうむった損害を,
当該荷送人が賠償すべきこととなり, 不合理だ｣ と述べて, 当事者を区
別せずに, 危険物による損害賠償責任に言及している｡ しかし, この問
題については, 当事者の関係を, 荷送人と ｢船舶｣ との関係, そして,
荷送人と ｢他の荷主｣ との関係に分けて, 検討すべきであろう｡









送人は, 運送人に対し, 損害賠償の請求をなし得るものでなく, 却って,
そのような危険物を船積せしめた荷送人―運送契約において現実に荷送人
となった者に限る―において, その船積によって生じた一切の損害及び費





論が導かれる｡ ひとつは, 荷送人は不法行為責任を負担せず, 運送人が
不法行為責任を負担する｡ もうひとつは, 荷送人も運送人も不法行為責
任を負担せず, 他の荷主が自己の積荷に生じたすべての損失を負担する｡








の妥当性を検証する核心となる｡ そして, この問題は, まさに, 荷送人
が負担する契約上の責任の性質である｡ すなわち, 佐野教授が想定した










































こととした｡ すなわち, この改正によって, 荷送人は, いかなる物品運
送形態においても, 運送契約上, 運送人に対し, 危険物に関する通知義
務を負うことになるが, 新設するにあたっては, 以下のような議論が展
開された｡
部会資料によると, 部会においては, 危険物通知義務に関しては, 商







第１回会議 ｢部会資料１｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の見直しにお
ける検討事項の例｣ には, 以下のとおり述べられている｡
｢６ 危険物に関する荷送人の申告義務





第２回会議 ｢部会資料２｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関す
る論点の検討 ｣ では, 以下のとおり述べられている｡
｢商法には, 危険物に関する荷送人の通知義務について特段の規定はなく, 信義
則上, 荷送人がそのような義務を負うと解されるにとどまる｡ この点につき, 公












ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品 (以下





そして, ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する中間試案の補足
説明｣ には, 以下のとおり述べられている｡
｢現行法では, 危険物の運送を委託する荷送人の通知義務について特段の規定は
なく, 信義則上, 荷送人がそのような義務を負い, これに違反した場合に, 荷送
人が債務不履行又は不法行為に基づく損害賠償責任を負うと解されるにとどまる｡
この点について, 公法上, 船舶による運送の場合に, 荷送人は, 船舶所有者等
に対し, 危険物を識別する国連番号や品名等を記載した危険物明細書を提出する






第回会議 (平成年１月日開催) において, ｢商法 (運送・海商
関係) 等の改正に関する要綱案｣ が決定された｡
｢() 危険物に関する通知義務
ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品である





































() 判例評釈として､ 島十四郎 ｢積付についての過失｣ 『海事法判例百選
(別冊ジュリスト号)』 




比べれば, さして多いとはいえないけれども, …過去の荷崩れ例から考え, 水分
率％前後でも移動の危険があると認められるから, 船積時においては, 水分率





務上の注意義務があるから, もし, 右の諸点 (上記－筆者) の実行をなさぬ場
合には, 事故防止のため適切な代償的措置を講ずべき義務があるといわねばなら




















海上運送業者は, 運送契約関係にない本件 ｢高度さらし粉｣ の製造業
者および販売業者は, いずれも ｢高度さらし粉｣ の危険性を充分知悉し































































である｡ もっとも, 一般の知識水準に照らし, 流通関与者が当然知っていなくて
はならない事項については, 周知させる義務の対象とはならないというべきであ




































には, 船舶及び積荷等の安全を確保するため, 当該危険物の危険性の内容, 程
度及び運搬, 保管方法等の取扱上の注意事項を調査し, 適切な積付け等を実施
して, 事故の発生を未然に防止すべき注意義務を負っている｡ したがって, 右










上告人らは, 危険物の製造業者及び販売業者として, 被上告人に対し, 右の事
項を告知する義務を負っていたということはできない｡｣
この判決の特徴としては, 以下の点を挙げることができる｡
第１に, 危険物の運送において, 告知義務の対象について, ｢危険物
であること｣, そして, ｢当該危険物の危険性の内容, 程度及び運搬, 保
管方法等の取扱上の注意事項｣ と区別している｡
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里)()






第２に, 海上物品運送業者が, 運送品が ｢危険物であることを知りな
がら｣ 運送する場合には, ｢当該危険物の危険性の内容, 程度及び運搬,
保管方法等の取扱上の注意事項｣ を調査する義務を負うとしている｡
第３に, 海上物品運送業者が, 運送品が ｢危険物であることを知りな





このような構成は, 第２回会議 (平成年５月日開催) ｢部会資料






































































































































の標札を貼付することなどを義務付け (危告示７条, ７条の２, ７条の３),
また, 危険物のうち危告示別表第一中に ｢Ｘ｣ と記載された物質 (自己反応性
物質の ｢その他の化学名｣ に該当する物質はこれにあたる｡) については, 危
険性評価試験の結果を添付してＸ許可を申請しこれを取得しない限り海上運送
を禁止することなどを規定しているのはそのためである｡ そして, 荷送人が上









質類であればどの分類に属するかを適切に分類, 判定すべき義務 (以下 ｢危険
















場合と, 通知をして船積した場合とを分ち, それぞれ, その運送品の処分及び荷
送人の責任について, 規定をなしている｡ 尤も条約は, その規定の文句のみによ
中京法学巻３・４号 (	
年) ()
れば, 通知の有無を問題とせず, ただ, 運送人が運送品の種類又は性質を知らざ
りし場合と, これを知って, その船積を承諾した場合とについて, 規定をなすの
みである｡ しかし, 運送品の種類又は性質を知って, その船積を承諾する場合に





｢条約は, 『運送人, 船長又は運送人の代理人が, 其性質又は特徴を知たりせば,
其船積を承諾せざるべき, 燃焼性, 爆発性又は危険性ある物品は, 運送人におい
て, 損害賠償責任を負うことなく, 其陸揚前, 何時にても, 任意の場所にこれを
荷揚し, 破壊し, 又は無害たらしむることを得｡ 此物品の荷送人は, 其船積によ
り, 直接又は間接に生ずる一切の損害及び費用に付き, 其責に任ず』 と規定して
いる｡ 即ちこの規定によって, 吾人は, 危険物の荷送人は, その種類又は性質を















































｢『危険物船舶運送及び貯蔵規則』 条は, 船長は, …船舶または他の貨物に対
する危害を避けるため必要があると認めるときは, 危険物を廃棄しうると定めて
いる｡ したがって危険物の処分について, …規則条は, 国際海上物品運送法
条と重複する｡ この危険物の処分に先行する, 船積の際における危険物の通告に
ついて, 同規則は, 船主または船長に対する危険物明細書の提出を荷送人に命じ
















したときには罰則を定めている (同規則条２号) から, 実質上荷送人に通告









上述のとおり, 部会資料によると, 部会においては, 危険物通知義務
に関して, 信義則上の義務であると認識されている｡ すなわち, 第２回
会議 (平成	年５月
日開催) ｢部会資料２｣ ( ｢商法 (運送・海商関係)
等の改正に関する論点の検討｣ においては, ｢商法には, 危険物に関す
る荷送人の通知義務について特段の規定はなく, 信義則上, 荷送人がそ
のような義務を負うと解されるにとどまる｡｣ と, また, 第回会議
(平成年３月日開催) 部会資料 ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正
に関する中間試案の補足説明｣ において, ｢現行法では, 危険物の運送
を委託する荷送人の通知義務について特段の規定はなく, 信義則上, 荷
送人がそのような義務を負…うと解されるにとどまる｡｣ とされていた｡
ところで, 民法学の伝統的通説は, 義務の構造を分析し, ｢給付義務｣,
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里)()
条５号である｡
() 中元・前掲注 (２)書頁｡ 本文の ｢本法｣ とは国際海上物品運送法の
ことである｡ また, 現行法では, 船主または船長に対する危険物明細書の
提出を荷送人に命じている規定は条, 同条違反の場合の罰則の規定は
条５号である｡
｢付随義務｣, ｢保護義務｣ に分けて, ｢給付義務｣ は ｢債権者に対して為
すべく義務付けられている行為を為すべき義務, 実現すべく義務づけら
れている給付を実現すべき義務｣, ｢付随義務｣ は ｢給付義務の存在を前
提として, この給付義務を債務の本旨にかなって実現すべく配慮するこ
と, および給付結果ないし給付利益 (債務者の給付を通じて債権者が獲
得しようとする利益) の保護に向けられた注意義務｣, そして, ｢保護義




そして, ｢給付義務｣ は契約から発生するのに対し, ｢付随義務｣ およ







このような位置付けから, 債権者は, ｢給付義務｣ については, 義務
に対応する債権を有することから, 履行を請求できるが, ｢付随義務｣











() 奥田昌道 『債権総論 (増補版)』 (悠々社, 年) 	～頁, 中田裕康
『債権総論 (第３版)』 (有斐閣, 年) 頁｡




() 渡辺・前掲注 ()頁｡ 同書においては, 安全配慮義務の信義則上の
義務に関して, ｢最高裁は 『安全配慮義務』 を信義則上の付随義務と位置
































えることができる｡ すなわち, 損害賠償責任の発生は, 債務の存在, 事









捉えれば十分であるとの主張が考えられる｡ しかし, ｢①. 改正案につ








の場合, または, 善意有過失の場合には, 荷送人は危険物通知義務を負
わないとの考え方の導入が議論された｡ これは, 海上物品運送における
英米法の考え方, および, 最高裁の判決を考慮に入れたものである｡
最終的には, 改正案は, 運送人の主観的事情に配慮せず, 常に荷送人
に通知義務を課すとの考え方を採用した｡
 !"#$% &'()*+,(-./0"
第２回会議における ｢部会資料２｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改








ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品












上記①については, 危険物に関する基本的な情報として, 荷送人は, 常にこれを
通知しなければならない｡
これに対し, 上記②については, 運送人は, 運送品が危険物であることを知っ



















第６回会議における ｢部会資料７｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正
に関する論点の補充的な検討 ｣ では, 以下のとおり述べられている｡
｢１ 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品 (以下












































まず, 第回会議 (平成年３月日開催) において, ｢部会資料 －




ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品 (以下




以上の中間試案に関して, 第回会議 (平成年３月日開催) にお






























第	回会議における ｢部会資料	｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改








｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改























｡ このような構成は, 第２回会議 (平成年５月
日開催) ｢部会資料２｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する論
点の検討 ｣ で述べられていたものである｡
｢海上物品運送業者は, 危険物であることを知りながら, これを運送する場合に

























) を通告させることになっている (同法７条・８条)｡ 海上運送人はこの
通告に基づいて危険物かどうか判断する｡ そこで, 具体的には, 荷送人からの船
積申込書に記載される運送品の種類の記載程度について問題を生ずる｡ 荷送人は
船積申込書に運送品の種類を記載するには正確に記載しなければならないが (同
























８条３項・１項・７条１項)｡ そこで, 危険物について, この種類をどのように



















































































第２に, 運送人が, 悪意である場合, または, 善意であるが過失があ
る場合に損害賠償責任を負わないという構成の捉え方である｡ これには,
２つの捉え方があると考える｡ 一つは, 運送人が, 悪意である場合, ま
たは, 善意であるが過失がある場合, 荷送人の通知義務は発生しない,
したがって, 損害賠償責任を負わないという捉え方である｡ もう一つは,





第３に, 通知の重要性から, 荷送人は, 常に, ｢危険品であること｣,
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里)()
() 原茂・前掲注 () 最判判批頁｡
｢当該危険物の危険性の内容, 程度及び運搬, 保管方法等の取扱上の注
意事項｣ 等, 運送品の安全な運送のために必要な事項について, 通知義
務を負担し, 通知義務を果たすべきである｡
第４に, 最高裁の考え方には, 運送人が不測の損害を被る危険性があ
る｡ すなわち, 実際には, 運送人が危険物であることを知らかった場合,
または, 知らなくて当然である場合に, 荷送人が, ｢運送人は運送品が
危険物であると知っている, または, 危険物であると知って当然である｣


















第１回会議における ｢部会資料１｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の見




() 前掲注 () 参照｡






第２回会議における ｢部会資料２｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改
正に関する論点の検討 ｣ では, 以下のとおり, ３つの案が提案され
ている｡
｢ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品 (以下





















摘がある｡ 例えば, 荷主との間で元請運送契約を締結した運送人 (利用運送人)
が, 運送という事実行為を行う運送人 (実運送人) と下請運送契約を締結したと












第６回会議における ｢部会資料７｣ ｢商法 (運送･海商関係) 等の改正










第９回会議における ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改































権) は, 運送人の荷送人に対する損害賠償の請求を妨げない｡｣ と規定さ
れている｡ この点につき, 同法の制定当時は, 危険物の運送を委託するに
つき荷送人に故意又は過失があった場合に賠償責任があるのは当然である
として, 過失責任主義による旨の説明がされている｡ 国際的には, この点




第		回会議 (平成年３月		日開催) においては, 第９回会議 (平成
年１月	日開催) ｢部会資料	｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に



















































第回会議における ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改















パブリック・コメントの結果を概観すると, 甲案も, 乙案も, それぞれ
支持する意見が多数寄せられ, その理由として, 上記１に記載した内容と
重なる部分も多く見られた｡

















第回会議における ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改
正に関する要綱案の取りまとめに向けた検討 ｣ では, 以下のとおり
述べられている｡
｢() 荷送人が危険物に関する通知義務に違反した場合の効果について, これ





ア 甲案 (過失推定責任) を支持する理由は, おおむね, 次のとおりである｡
・ 過失責任主義は, 近代法及び民法の大原則の一つである｡
・ 例えば, 一般的には危険物に該当しなくても, 粉末状に加工された物
質のように, 取扱いによって爆発の可能性があるものもある｡ 他の運送
品と混載することにより危険性が増すものもある｡ このように危険物の
定義は曖昧であり, 賠償責任の成否及び賠償範囲 (因果関係, 過失相殺)
に関しては, 個別の事情に応じて弾力的な判断をすべきである｡
・ 個別具体的に危険物を列挙しない限り, 製造業者, 商社, 卸売業者等
の荷送人の性質の違いによって, 危険物の認識, 情報の入手, 知識等に
差が生ずることはやむを得ず, そのような事情も考慮すべきである｡
・ 危険物の荷送人が賠償責任保険を付すことは, 現時点では一般的でな











・ 乙案によっても, 利用運送人が実荷主を把握している限り, 実運送人
が実荷主の責任を追及することはさほど困難ではない｡
・ 乙案によると, 事故を発生させた運送品の荷主に対して, 運送人は無
過失責任を追及し得るが, 同一の場所に積載されていたために被害を受
けた他の運送品の荷主は不法行為責任しか追及し得ず, 両者の均衡を失
する｡ また, 運送人は, 当該他の運送品の荷主に対して契約責任を負い
得るところ, これも無過失責任としないと, 均衡を失する｡
…










・ 運送人は, 公法上, 危険物について一定の作為義務を負い, 危険物か
ら生じた損害につき故意・過失の有無を問わずに責任を負うことがある
ところ, 甲案によると, 最終的なリスクを全て負担することになってし





は分かれているが, 近時は, 英国や米国では, 厳格責任 (無過失責任)
の考え方が採られている｡ ロッテルダム・ルールズ第条も, 同様であ
る｡

















































た｣ などとして, 過失が認められる旨を判示している｡ このような価値




 仮に, 商法において甲案 (過失推定責任) が採用された場合であって
も, これは任意規定であり, それぞれの運送手段において各事業者が定



















第回会議における ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改
正に関する要綱案のたたき台 ()｣ では, 以下のとおり述べられている｡
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里)()
｢どのような任意規定を設けるかは困難な問題であるが, パブリック・コメント
の結果では, 甲案が荷主団体, 利用運送事業者, 弁護士会, 商法学者等の比較的










原告 (運送人) は, 信義則上の通知義務の発生 (運送品が危険物であること) 及
び義務違反 (予見可能性を前提とした結果回避義務) に該当する事実の主張立証














第回会議における ｢部会資料－｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の
改正に関する要綱案のたたき台 () について補足説明｣ では, 以下の
とおり述べられている｡
｢ア 荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性その他の危険性を有する物品であると























国際海上物品運送法においては, 従来から, ｢過失責任説｣ が通説で
あった｡ しかし, 近年は, ｢無過失責任説｣ が有力になってきている｡

荷送人の危険物通知義務違反に基づく損害賠償に関する判例は存在す










｢危険品を船積した荷送人は, その船積によって生じた損害を, もちろん, 賠償
しなければならない｡ 而してかかる運送品の船積は, 概ね, 荷送人の故意又は過
失によって, 行はれるものであるが, たまたま, かかる運送品が, 荷送人の責に
帰すべからざる事由によって, 船積せられた場合に, 荷送人はなお, 結果責任を




私見によれば, この場合も, 運送品の記号, 個数, 容積, 重量等の通知に関す
る, 荷送人の責任と等しく, 過失責任を認めるのが妥当である｡ 蓋し此種の危険
は, 荷送人と雖も, 到底, これを防止しえないとともに, 運送人及び一般荷送人
は, 原則として, 通常の海上保険契約により, その危険から生ずる損害の填補を,
受けるのみならず, 運送人も一般荷送人も, かかる危険は, 海上運送に通常随伴
するものなることを, 覚悟しなければならないからである｡ 況んや, 荷送人に結












() 根拠を示していないが, ｢過失責任説｣ を採用するものとして, 原茂・














る｡ 具体的に説明すれば, 荷送人の虚偽通告による不知の場合, 例えば運送品が
危険物であるが, 海上運賃を節約したいために故意に普通品で通告した場合, ま
た荷送人の過失で危険物の通告を怠った場合などは, 資料で立証することができ




害, 費用である｡ 危険物の船積と損害の間に相当因果関係がある限り, 海上運送
人の受けた一切の損害, 費用を請求することができる｡ 例えば, 運送品の爆発に









るか, 過失責任とするかによって左右されない｡ 右の荷送人の責任は, 運送契約
の相手方たる運送人に対するものだからである｡ 被害者たる他の荷主は, 加害者
たる危険物の荷送人に過失がない限り, この者に対して, 不法行為による損害賠
償請求をなしえない (民条)｡ これに対して, 船舶に生じた損害については,
結果責任説に従えば, 過失責任説の場合と異なり, 運送人は危険物の荷送人に対
して, その過失の有無をとわず, 運送契約上の債務不履行として, 賠償請求をな











における, 近隣の類焼者と家主との間に見出しうるかもしれない｡ しかし, この











『ほとんど自明の一般原則』｣ …であるため, わが国際海上物品運送法には, これ
に該当する規定がおかれていない｡ いま, …英米における議論を通じていえるこ
とは, 少なくとも, 運送品が危険な性質を有しないことについての荷送人の責任
が結果責任でなく過失責任であるとする立場は, 条約４条３項, したがって, わ









































｢条約は, 荷送人の責任を一般には過失責任とするが (４条３項), 危険物につ
いてその性質または特徴を運送人が認識していなかった場合の荷送人の責任 (４
条６項) については, 解釈が分かれる｡ 日本の通説は過失責任と解する…｡ 英米
法系諸国では, $$(年に英国貴族院が"





", -  .*" /
012.03$4.%'+(3 
.33) により厳
格責任説が支持され, これが主流となっている…｡ ドイツ法は, 商法'((条３項
において過失がなくても荷送人は責任を負う旨を規定する…｡ 3(年の全部また
は一部が海上運送による国際物品運送契約に関する国際連合条約 (ロッテルダム・
ルールズ) は危険物申告義務違反に厳格責任を課し (同条約%3条, %条), 特約










主には (不法行為) 責任を負わないのに運送人には (船舶に生じた損害につき債






























() 増田・前掲注 () 判批～頁｡
() 平泉・前掲注 (２)論文頁｡
衡が生じるとの批判がある…｡ これに対しては, 契約責任と不法行為責任とでは















しかし, 改正案審議過程のおける ｢過失責任説｣ の根拠に加えて, 以





第２に, 第１の結果, 消費者も危険物の荷送人になる場合には, 通知
義務が課されることになるが, ｢無過失責任説｣ に立つ場合, 消費者に
対しても無過失責任を負わせる結果となり, 適切ではない｡







() 平泉教授は, ｢商法改正法案条の説明は, 国内陸上運送等では消費者
も荷送人となることが多いことに鑑みて, 総則規定としては過失責任の立
場を採用したとの位置付けが妥当なのではなかろうか｡｣ と述べている｡
() 法制審商法部会が ｢過失責任説｣ を採用したことについて, 山下友信教
授は以下のとおり説明している｡ ｢危険物についての通知義務の履行を確






























定も有効である｡｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する要綱につい
て｣ 	
号６頁｡
() ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する要綱案のた
たき台 ()｣｡
() ｢部会資料｣ ｢商法 (運送・海商関係) 等の改正に関する要綱案のた
たき台 ()｣｡










えない (民条)｡ これに対して, 船舶に生じた損害については, 運送
契約上の債務不履行として, 賠償請求をなし得ることとなる｡ ここに一














() 増田・前掲注 (	) 判批	
頁｡
() 長田・前掲注 (２) 論文	頁, 増田・前掲注 (	) 判批	
頁, 平泉・前
掲注 (２) 論文頁｡ 英米における議論の変遷について, 佐野・前掲注
(２) 論文	～	頁, 中元・前掲注 (２) 書頁, 長田・前掲注 (２) 論
文	～	頁, 原茂・前掲注 (２) (英米法) 	～頁, 増田・前掲注 (	)
判批	
頁参照｡ ドイツ法における議論について, 増田・前掲注 (	) 判批
	
頁参照｡ ロッテルダム・ルールズについて, 長田・前掲注 () 判批	

頁参照｡
() 大村敦志 『新基本民法 不法行為編』 (有斐閣, 	年) ８頁｡
() 本文の相違以外に, 大村教授は, 以下の相違があると述べている｡ ｢観
念的には, 契約関係がある場合に当事者間に生じる義務と契約関係にない
場合に一般人として負う義務との間には, 義務の程度に差が生ずると解す






















以上のことから, ｢無過失責任説｣ は, バランスを欠くといえず, 決
定的な根拠となり得ない｡





を意味する｣ にすぎず, ｢いかなる事情であれ, 約束したことが履行さ








() 大村・前掲注 () ８頁｡








改正案は, ｢荷送人は, 運送品が引火性, 爆発性, その他の危険性を
有するものであるときは, その引渡しの前に, 運送人に対し, その旨及
び当該運送品の品名, 性質その他の当該運送品の安全な運送に必要な情
報を提供しなければならない｡｣ と規定している｡ すなわち, 改正案は,
危険物である旨及び危険物の安全な運送に必要な情報を提供する義務に
ついて, その義務履行の時期として, 危険性を有する運送品の ｢引渡し
の前に｣ としている｡







国際海上物品運送法条は, 危険物の処分に関して, ｢船積の際｣ の




それでは, 何時から, 通知義務の履行するのであろうか｡ つまり, 履
物品運送における荷送人の危険物通知義務 (新里)()
() 樋口範雄 『アメリカ法ベーシック１ アメリカ契約法 第２版』 (弘文
堂, 年) 頁｡
行義務の始期の問題である｡ 改正案は, 義務履行の始期を定めていない｡


















そして, 小町谷教授は, この主張について, 以下の注を付している｡


















｢知不知は, 契約の時ではなく, 船積の時を基準として決する｡ 船積前に危険物




























その一方で, 有田教授は, 港運・海運実務の観点, および, 運送人の





危険物の通告に基づいて危険物の性質を知り, 本船積付計画, 本船荷役 (積込・
















改正案は, ｢その引渡しの前に｣ と規定して, 義務履行の終期を定め
ている｡ この規定は, 後述の通り, 国際海上物品運送法上の通説的見解
に由来するものと推察される｡






または, 運送契約の締結とし, 終期を ｢その引渡しの前に｣ としている
ものと考える｡
それでは, なぜ, ｢引渡し前に｣ を終期として通知義務を法定したの
であろうか｡
それは, 運送人の利益保護のためである｡ すなわち, 上述したとおり,
小町谷教授は, 国際海上物品運送法における議論ではあるが, 通説は,
運送人が, 船積前に運送品が危険物であることを知ったときは, 運送人
は, ｢運送契約を取消し, 又は変更し, その他の適当な措置を講ずるこ
とができるからである｣, と主張している｡ また, 有田教授は, ｢港運・
海運実務からすれば, 海上運送人は荷送人からの危険物の通告に基づい










しかし, 改正案のように, ｢引渡し前に｣ を終期とすることが, 運送
人の利益を図るという危険物通知義務の趣旨を貫徹することになるので
あろうか｡
















なお, このように危険物の通知を ｢危険物運送契約｣ の成立要件とす
ると, 危険物通知義務の履行期間と, その ｢終期｣ を検討するという議












るのであれば, 当然のことである｡ したがって, 改正案においては, 議
論がされなかったのかもしれない｡
中京法学巻３・４号 (年) ()




() 山下・前掲注 (	) ６頁｡
このような始期の捉え方と, 上述の終期に関する理解によると, 危険









危険物通知義務の履行期間と, その ｢始期｣ を検討するという議論は無
意味になる｡ すなわち, 危険物通知義務の時期という, 一定の時点の問
題となる｡
また, 上述したとおり, 危険物通知義務に関する条は任意規定で






荷送人に危険物通知義務が課されている｡ しかし, 同法は, その履行の
時期ないし期間に関しては, 何ら規定が設けていない｡ そこで, 履行時
期ないし期間が問題となる｡
上述した通り, 通説は, 運送人の利益という観点から, ｢船積の前に｣
を履行義務の終期と解している｡
























て, 何ら主張されていない｡ 通知義務の履行の始期としては, 危険物通












沿うものであろうか｡ 荷送人が, ｢引渡し前までに｣, 危険物の通知があ
り, 運送人が, 当該危険物の運送契約の履行ができないと判断した場合
には, 山戸教授・田中教授・吉田弁護士・中元教授が主張されているよ




















また, 校正の段階で, ｢特集 運送法・海商法改正に向けての動き
理論と実務からの検証｣ 法律時報巻３号４～頁 (野村修也 ｢運送法・
海商法改正案―今回の改正の考え方―｣, 清水真希子 ｢荷送人の義務の
理論的検討｣, 雨宮正啓 ｢荷送人の義務の実務的検討｣, 箱井崇史 ｢運送
人の責任の理論的検討｣, 池山明義 ｢運送人の責任の実務的検討｣) に接
した｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
